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航空機燃料税の納税義務者は、航空機（※１）に航空機燃料を積込みした月の翌月末日までに申告・納付

する必要があります（※２）。申告書の提出先は、原則として、航空機燃料の航空機への積込みの場所（納税

地）を管轄する税務署になります。  
（※）１ 人が乗って航空の用に供することができる飛行機、回転翼航空機、飛行船及び発動機を有する滑空機を

いいますので、セスナ機やヘリコプター、モーターグライダーなども含まれます。 

２ 次のような航空機燃料には、航空機燃料税は課されません。 

（１） 一定の外国往来機に積み込まれる航空機燃料

（２） 揮発油税及び地方揮発油税が課された又は課されるべきことが、航空機燃料を航空機の所有者等に

譲渡した者が交付し当該航空機の所有者等が所持する書類により明らかにされている航空機燃料

 

航空機の所有者は、当該航空機に積み込まれた航空機燃料について航空機燃料税を納める義務があり

ます。航空機燃料税の納税義務者は、原則として航空機の所有者となりますが、航空機の使用の態様等に

よって、次の者が納税義務者となります。 

（注）国及び地方公共団体は、航空機燃料税の納税義務者に該当しません。 

航空機燃料税の納税地は、原則として航空機燃料の航空機への積込みの場所（航空機からの取卸しさ

れた航空機燃料にあっては、取卸しの場所）となりますが、航空機燃料税納税地特例承認申請を行い、国

税庁長官の承認を受けることで、その承認を受けた場所を納税地とすることができます。

○ 税率についてはこちらをご参照ください。
○ 航空機燃料税の納税義務に関してはこちらもご参照ください。 

各種様式はページ内のリンクからご参照いただけます。

航 空 機 の 使 用 の 態 様 等 納 税 義 務 者 

原 

則 
－ 

（航空機登録原簿に登録され
ている）航空機の所有者 

例 

外 

賃貸借契約等により航空機の所有者以外の者が航空法に規定する使用者で
あることが明らかである場合 

航空機の使用者 

航空機の所有者又は使用者が国内に住所及び居所を有しない場合 航空機の機長 

航空機の売買契約において売主が所有権を留保している場合 航空機の買主 

航空機が譲渡により担保の目的となっている場合 航空機を譲渡した者 

航空機の所有者若しくは使用者でない者又は機長でない者が航空機の整備
又は試運転を行う場合において、当該航空機の整備又は試運転を行う者が航
空機燃料の積込みをする場合 

航空機の整備又は試運転を行
う者 

航空機から取り外された発動機又は新たに航空機に取り付けるために製造
等された発動機の整備又は試運転を行う場合 

発動機の整備又は試運転を行
う者 
（発動機の燃料として消費され

た航空機燃料につき納税義務が

生じます。） 

航空機に航空機燃料を積込み（給油）したら、航空機燃料税の申告・納付が必要です！ 

航空機燃料税の申告・納付について 

○ ご不明な点や詳細につきましては、最寄りの税務署にお問い合わせください。
○ 税務署での面接による相談を希望される方は、お待ちいただくことなく相談に対応できるよう、あらかじめ

電話により面接日時等を予約（事前予約制）していただくこととしておりますので、ご協力をお願いします。 
○ 国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）には、申告・納付等に関する各種パンフレット、各種手続

に使用する様式等を掲載しています。
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